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現       行 改   定   案 

 
目次 

 
第４章 原子力災害復旧計画 
第５節 損害賠償の請求に必要な資料の作成等 

６ 母子福祉資金、寡婦福祉資金の貸付 

 

 

第 1 章 総則 
 
第３節 原子力災害対策指針に基づく方針 

３ 緊急事態における防護措置実施の基本的考え方 

(2) 緊急事態の初期対応段階における防護措置の考え方 

ア 緊急事態区分及び緊急時活動レベル（ＥＡＬ） 

(ア)基本的な考え方 

（略） 

【警戒事態】 

    その時点では公衆への放射線による影響やそのおそれが緊急のものではな

いが、原子力施設における異常事象の発生又はそのおそれがあるため、情報

収集や、緊急時モニタリング（放射性物質若しくは放射線の異常な放出又は

そのおそれがある場合に実施する環境放射線モニタリングをいう。以下同

じ。）の準備、原子力災害対策指針で規定される施設敷地緊急事態要避難者

を対象とした避難等の予防的防護措置の準備を開始する必要がある段階であ

る。 

 

この段階では、国、県、志賀町は、原子力施設の近傍のＰＡＺ内におい

て、実施により比較的時間を要する防護措置の準備に着手しなければならな

い。 

【施設敷地緊急事態】 

（略） 

    この段階では、国、県、市町及び原子力事業者は、緊急時モニタリングの

実施等により事態の進展を把握するため情報収集の強化を行うとともに、主

にＰＡＺ内において、基本的に全ての住民等を対象とした避難等の予防的防

護措置を準備し、また、施設敷地緊急事態要避難者を対象とした避難等の予

防的防護措置を実施しなければならない。 

【全面緊急事態】 

（略） 

 
目次 

 
第４章 原子力災害復旧計画 
第５節 損害賠償の請求に必要な資料の作成等 

６ 母子福祉資金、父子福祉基金、寡婦福祉資金の貸付 

 

 

第 1 章 総則 
 
第３節 原子力災害対策指針に基づく方針 

３ 緊急事態における防護措置実施の基本的考え方 

(2) 緊急事態の初期対応段階における防護措置の考え方 

ア 緊急事態区分及び緊急時活動レベル（ＥＡＬ） 

(ア)基本的な考え方 

（略） 

【警戒事態】 

その時点では公衆への放射線による影響やそのおそれが緊急のものではな

いが、原子力施設における異常事象の発生又はそのおそれがあるため、情報

収集や、緊急時モニタリング（放射性物質若しくは放射線の異常な放出又は

そのおそれがある場合に実施する環境放射線モニタリングをいう。以下同

じ。）の準備、原子力災害対策指針で規定される施設敷地緊急事態要避難者

を対象とした避難等の予防的防護措置の準備（警戒事態を判断するＥＡＬの

うち、原子力施設において異常事象が発生した場合に限る。）を開始する必

要がある段階である。 

    この段階では、国、県、志賀町は、原子力施設の近傍のＰＡＺにおいて、

実施により比較的時間を要する防護措置の準備に着手しなければならない。 

 

【施設敷地緊急事態】 

（略） 

    この段階では、国、県、市町及び原子力事業者は、緊急時モニタリングの

実施等により事態の進展を把握するため情報収集の強化を行うとともに、主

にＰＡＺにおいて、基本的に全ての住民等を対象とした避難等の予防的防護

措置を準備し、また、施設敷地緊急事態要避難者を対象とした避難等の予防

的防護措置を実施しなければならない。 

【全面緊急事態】 

（略） 
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現       行 改   定   案 

    この段階では、国、県及び市町は、ＰＡＺ内において、基本的に全ての住

民等を対象に避難等の予防的防護措置を講じなければならない。また、ＵＰ

Ｚ内においては、屋内退避を実施するとともに、事態の規模、時間的な推移

に応じて、ＰＡＺ内と同様、避難等の予防的防護措置を講ずることも必要で

ある。 

    なお、ＵＰＺ外においては、ＵＰＺ内と同様に、事態の進展等に応じて屋

内退避を行う必要がある。このため、全面緊急事態に至った時点で、必要に

応じて住民等に対して屋内退避を実施する可能性がある旨の注意喚起を行わ

なければならない。 

 

(イ)具体的な基準 

（略） 

緊急事態区分とＥＡＬについて 

志賀原子力発電所におけるＥＡＬ 

警戒事態を判断する基準 緊急事態区分にお

ける防護の概要 

（略） 

２．原子炉冷却材の漏えい 

原子炉の運転中に保安規定(規制法第 43 条の 3 の 24

に規定する保安規定をいう。以下同じ。）で定められ

た数値を超える原子炉冷却材の漏えいが起こり、定め

られた時間内に定められた措置を実施できない場合、

又は原子炉の運転中に非常用炉心冷却装置の作動を必

要とする原子炉冷却材の漏洩が発生した場合。 

（略） 

９．原子炉制御室他の機能喪失のおそれ 

中央制御室及び中央制御室外操作盤室（実用発電用原

子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則（平成

２５年原子力規制委員会第６号）第３８条第４項及び

研究開発段階発電用原子炉及びその附属施設の技術基

準に関する規則（平成２５年原子力規制委員会第１０

号）第３７条第４項に規定する装置が施設された室を

いう。以下同じ。）からの原子炉の運転や制御に影響

を及ぼす可能性が生じた場合。 

（略） 

（略） 

 

 

    この段階では、国、県及び市町は、ＰＡＺにおいて、基本的に全ての住民

等を対象に避難等の予防的防護措置を講じなければならない。また、ＵＰＺ

においては、屋内退避を実施する。 

なお、事態の規模、時間的な推移に応じて、ＰＡＺと同様、避難等の予防

的防護措置を講ずることが必要となる場合がある。 

（削除） 

 

 

 

 

(イ)具体的な基準 

（略） 

緊急事態区分とＥＡＬについて 

志賀原子力発電所におけるＥＡＬ 

警戒事態を判断する基準 緊急事態区分にお

ける防護の概要 

（略） 

２．原子炉冷却材の漏えい 

原子炉の運転中に保安規定で定められた数値を超える

原子炉冷却材の漏えいが起こり、定められた時間内に

定められた措置を実施できない場合、又は原子炉の運

転中に非常用炉心冷却装置の作動を必要とする原子炉

冷却材の漏洩が発生した場合。 

 

（略） 

９．原子炉制御室他の機能喪失のおそれ 

中央制御室及び中央制御室外操作盤室からの原子炉の

運転や制御に影響を及ぼす可能性が生じた場合。 

 

 

 

 

 

 

（略） 

（略） 
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現       行 改   定   案 

全面緊急事態を判断する基準 緊急事態区分にお

ける防護の概要 

（略） 

１６．原子炉制御室他の機能喪失・警報喪失 

中央制御室及び中央制御室外操作盤室が使用できなく

なることにより、中央制御室からの原子炉を停止する

機能及び冷温停止状態を維持する機能が喪失した場

合、又は原子炉若しくは使用済燃料貯蔵プールに異常

が発生した場合において、中央制御室に設置する原子

炉施設の状態を表示する装置若しくは原子炉施設の異

常を表示する警報装置の全ての機能が喪失した場合。 

（略） 

（略） 

 

  イ 運用上の介入レベル（ＯＩＬ） 

(ア)基本的な考え方 

    全面緊急事態に至った場合には、住民等への被ばくの影響を回避する観点

から、基本的には施設の状況に基づく判断により、避難等の予防的防護措置

を講ずることが極めて重要であるが、放射性物質の放出後は、その拡散によ

り比較的広い範囲において空間放射線量率等の高い地点が発生する可能性が

ある。 

    このような事態に備え、国、県、関係市町及び原子力事業者は、緊急時モ

ニタリングを迅速に行い、その測定結果を防護措置を実施すべき基準に照ら

して、必要な措置の判断を行い、これを実施することが必要となる。 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全面緊急事態を判断する基準 緊急事態区分にお

ける防護の概要 

（略） 

１６．原子炉制御室他の機能喪失・警報喪失 

中央制御室が使用できない場合に中央制御室外操作盤

室若しくは緊急時制御室が使用できなくなる場合、又

は原子炉若しくは使用済燃料貯蔵プールに異常が発生

した場合に原子炉施設の状態を表示する装置若しくは

原子炉施設の異常を表示する全ての警報装置（いずれ

も中央制御室及び緊急時制御室に設置されたものに限

る。）が使用できなくなる場合。 

（略） 

（略） 

 

イ 運用上の介入レベル（ＯＩＬ） 

(ア)基本的な考え方 

    全面緊急事態に至った場合には、住民等への被ばくの影響を回避する観点

から、基本的には施設の状況に基づく判断により、避難等の予防的防護措置

を講ずることが極めて重要であるが、放射性物質の放出後は、その拡散によ

り比較的広い範囲において空間放射線量率等の高い地点が発生する可能性が

ある。 

    このような事態に備え、国、県、関係市町及び原子力事業者は、緊急時モ

ニタリングを迅速に行い、その測定結果を防護措置の実施を判断する基準に

照らして、必要な措置の判断を行い、これを実施することが必要となる。 

（略） 
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現       行 改   定   案 

OILの設定内容 

 基準の種類 基準の概要 初期値 防護措置の概要 

緊
急
防
護
措
置 

ＯＩＬ１ （略） （略） 数時間内を目途に区域を特定

し、避難等を実施。 

（移動が困難な者の一時屋内

退避を含む） 

（略） （略） （略） （略） 

早
期
防
護
措
置 

ＯＩＬ２ （略） （略） １日内を目途に区域を特定

し、地域生産物の摂取を制限

するとともに、１週間程度内

に一時移転を実施。 

（略） （略） （略） （略） （略） 

 

第４節 防災関係機関等の処理すべき事務又は業務の大綱 

 

９ 指定地方行政機関 

機 関 名 処理すべき事務又は業務の大綱 

（略） （略） 

北 陸 財 務 局 （略） 

３ 提供・利用可能な国有財産(未利用地、庁舎、宿

舎)の情報提供に関すること。（平常時における定期

または随時の情報提供を含む。） 

４ 災害等発生時における国有財産（未利用地等、庁

舎、宿舎）の無償貸付等に関すること。（各省庁所

管財産を含めた広範対応を含む。） 

（略） （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

OILの設定内容 

 基準の種類 基準の概要 初期値 防護措置の概要 

緊
急
防
護
措
置 

ＯＩＬ１ （略） （略） 数時間内を目途に地域を特定

し、避難等を実施。 

（移動が困難な者の一時屋内

退避を含む） 

（略） （略） （略） （略） 

早
期
防
護
措
置 

ＯＩＬ２ （略） （略） １日内を目途に地域を特定

し、地域生産物の摂取を制限

するとともに、１週間程度内

に一時移転を実施。 

（略） （略） （略） （略） （略） 

 

第４節 防災関係機関等の処理すべき事務又は業務の大綱 

 

９ 指定地方行政機関 

機 関 名 処理すべき事務又は業務の大綱 

（略） （略） 

北 陸 財 務 局 （略） 

３ 提供・利用可能な国有財産(未利用地、庁舎、宿

舎)の情報提供に関すること（平時における定期また

は随時の情報提供を含む。）。 

４ 災害等発生時における国有財産（未利用地等、庁

舎、宿舎）の無償貸付等に関すること（各省庁所管

財産を含めた広範対応を含む。）。 

（略） （略） 
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現       行 改   定   案 

11 指定公共機関 

機 関 名 処理すべき事務又は業務の大綱 

（略） （略） 

西日本電信電話株式会

社 

北陸支店 

（略） 

エヌ・ティ・ティコミ

ュニケーションズ株式

会社 

北陸営業支店 

（略） （略） 

株式会社セブンイレブ

ン・ジャパン 

（略） 

（略） （略） 

 

 

11 指定公共機関 

機 関 名 処理すべき事務又は業務の大綱 

（略） （略） 

ＮＴＴ西日本株式会社 

 

北陸支店 

（略） 

ＮＴＴドコモビジネス

株式会社 

 

北陸支社 

（略） （略） 

株式会社セブン-イレ

ブン・ジャパン 

（略） 

（略） （略） 
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現       行 改   定   案 

 

第２章 原子力災害予防計画 
 

第２節 原子力防災体制等の整備 

３ 原子力防災専門官との連携 

県は、県地域防災計画「原子力防災計画編」の作成、発電所の防災体制に関す

る情報の収集及び連絡、地域ごとの防災訓練の実施、オフサイトセンターの防災

拠点としての活用、防護対策などの緊急時対応等について、平常時より原子力防

災専門官と密接な連携を図る。 

 

４ 上席放射線防災専門官との連携 

県は、県緊急時モニタリング計画の作成、事故時の連絡体制の準備、緊急時モ

ニタリング、緊急時モニタリング訓練、緊急時モニタリングセンターの準備の協

力、関係都道府県等他組織との連携などの緊急時モニタリングの対応等につい

て、平常時より地区の担当として指定された上席放射線防災専門官と密接な連携

を図る。 

 

７  防災関係機関相互の連携体制の整備 

(1) 県は、平常時から原子力防災専門官をはじめとする原子力規制委員会、内

閣府、関係市町、警察、消防、医療機関、指定公共機関、指定地方公共機

関、北陸電力、その他の関係機関と原子力防災体制につき相互に情報交換

し、各防災関係機関の役割分担をあらかじめ定め、防災対策に努めるものと

する。また、緊急時に必要な装備、資機材、人員、避難や避難退域時検査及

び甲状腺被ばく線量モニタリング等の場所等に関する広域的な応援につい

て、応援協定の締結を促進するなど体制の整備を図るものとする。 

（略） 

(5) 県及び関係市町は、応急活動及び復旧活動に関し、関係機関や企業等との

間で相互応援の協定を締結するなど、平常時より連携を強化しておく。な

お、民間事業者に委託可能な災害対策に係る業務については、あらかじめ、

民間事業者との間で協定を締結しておくなど協力体制を構築し、民間事業者

のノウハウや能力等を活用する。 

 

11 災害長期化に備えた体制の整備 

（略） 

  その際、地震、津波等による大規模な自然災害等との複合災害の発生により、

 

第２章 原子力災害予防計画 
 

第２節 原子力防災体制等の整備 

３ 原子力防災専門官との連携 

県は、県地域防災計画「原子力防災計画編」の作成、発電所の防災体制に関す

る情報の収集及び連絡、地域ごとの防災訓練の実施、オフサイトセンターの防災

拠点としての活用、防護対策などの緊急時対応等について、平時から原子力防災

専門官と密接な連携を図る。 

 

４ 上席放射線防災専門官との連携 

県は、県緊急時モニタリング計画の作成、事故時の連絡体制の準備、緊急時モ

ニタリング、緊急時モニタリング訓練、緊急時モニタリングセンターの準備の協

力、関係都道府県等他組織との連携などの緊急時モニタリングの対応等につい

て、平時から地区の担当として指定された上席放射線防災専門官と密接な連携を

図る。 

 

７  防災関係機関相互の連携体制の整備 

(1) 県は、平時から原子力防災専門官をはじめとする原子力規制委員会、内閣

府、関係市町、警察、消防、医療機関、指定公共機関、指定地方公共機関、

北陸電力、その他の関係機関と原子力防災体制につき相互に情報交換し、各

防災関係機関の役割分担をあらかじめ定め、防災対策に努めるものとする。

また、緊急時に必要な装備、資機材、人員、避難や避難退域時検査及び甲状

腺被ばく線量モニタリング等の場所等に関する広域的な応援について、応援

協定の締結を促進するなど体制の整備を図るものとする。 

（略） 

(5) 県及び関係市町は、応急活動及び復旧活動に関し、関係機関や企業等との

間で相互応援の協定を締結するなど、平時から連携を強化しておく。 

なお、民間事業者に委託可能な災害対策に係る業務については、あらかじ

め、民間事業者との間で協定を締結しておくなど協力体制を構築し、民間事

業者のノウハウや能力等を活用する。 

 

11 災害長期化に備えた体制の整備 

（略） 

  その際、地震、津波等による大規模な自然災害等との複合災害の発生により、
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防災活動に必要な人員及び防災資機材が不足するおそれがあることも想定し、人

材及び防災資機材の確保等において相互の連携を図るものとする。 

 

13 感染症流行下における防護措置 

(2) 市町は、避難所となる施設については、必要に応じ、良好な生活環境を確

保するために、換気、照明等の施設の整備に努めるとともに、感染症対策に

ついて、感染症患者が発生した場合の対応を含め、平常時から防災担当部局

と保健福祉担当部局が連携して、必要な場合には、ホテルや旅館等の活用も

含めて検討するよう努める。 

 

第３節 原子力防災知識の普及 

 県は、原子力災害の特殊性を踏まえて、平常時から関係機関と連携して、原子力

防災知識の普及に努める。 

 １ 防災業務関係者に対する教育 

（略） 

(1) 関係市町及びＵＰＺ内で活動する防災関係機関等職員 

関係市町及びＵＰＺ内で活動する防災関係機関等職員は、原子力災害が発

生した場合には住民避難等の対応を行う可能性があるため、県は、これらの

対象者に対し、以下のような教育を行う。 

 

第５節 通信連絡体制の整備 

２ 通信連絡体制の確立 

（略） 

また、各機関は、通信連絡体制の整備において、通常の通信手段が確保できな

い場合を考慮して、平常時から代替ルートの確保に努める。更に、各機関は、北

陸地方非常通信協議会との連携に努め、西日本電信電話株式会社災害時優先電話

及び無線電話等の配備について確認し、運用方法等の習熟に努めるほか、災害時

にも活用できるような非常用電源の確保、ＩＰ電話を利用する場合でのネットワ

ーク機器等の停電対策等を講じる。 

 

３ 住民等に対する情報伝達体制の整備 

(1) 県 

（略） 

ウ 県は、新たな情報通信媒体について、平常時から災害時における有用性

についての検討を行うとともに、有用であれば、その情報通信媒体の導入

防災活動に必要な人員及び防災資機材が不足するおそれがあることも想定し、人

員及び防災資機材の確保等において相互の連携を図るものとする。 

 

13 感染症流行下における防護措置 

(2) 市町は、避難所となる施設については、必要に応じ、良好な生活環境を確

保するために、換気、照明等の施設の整備に努めるとともに、感染症対策に

ついて、感染症患者が発生した場合の対応を含め、平時から防災担当部局と

保健福祉担当部局が連携して、必要な場合には、ホテルや旅館等の活用も含

めて検討するよう努める。 

 

第３節 原子力防災知識の普及 

 県は、原子力災害の特殊性を踏まえて、平時から関係機関と連携して、原子力防

災知識の普及に努める。 

 １ 防災業務関係者に対する教育 

（略） 

(1) 関係市町及びＵＰＺで活動する防災関係機関等職員 

関係市町及びＵＰＺで活動する防災関係機関等職員は、原子力災害が発生

した場合には住民避難等の対応を行う可能性があるため、県は、これらの対

象者に対し、以下のような教育を行う。 

 

第５節 通信連絡体制の整備 

２ 通信連絡体制の確立 

（略） 

また、各機関は、通信連絡体制の整備において、通常の通信手段が確保できな

い場合を考慮して、平時から代替ルートの確保に努める。更に、各機関は、北陸

地方非常通信協議会との連携に努め、ＮＴＴ西日本株式会社災害時優先電話及び

無線電話等の配備について確認し、運用方法等の習熟に努めるほか、災害時にも

活用できるような非常用電源の確保、ＩＰ電話を利用する場合でのネットワーク

機器等の停電対策等を講じる。 

 

３ 住民等に対する情報伝達体制の整備 

(1) 県 

（略） 

ウ 県は、新たな情報通信媒体について、平時から災害時における有用性に

ついての検討を行うとともに、有用であれば、その情報通信媒体の導入に
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に努める。 

(2) 関係市町 

（略） 

   イ 関係市町は、国及び県と連携し、住民からの問い合わせに対応する住民

相談窓口の設置等についてあらかじめその方法、体制等を整備する。 

ウ 関係市町は、原子力災害の特殊性に鑑み、要配慮者及び一時滞在者に対

し、災害情報が迅速かつ滞りなく伝達されるよう、周辺住民、自主防災組

織等の協力を得ながら、平常時からこれらの者に対する情報伝達体制を整

備する。 

エ 関係市町は、新たな情報通信媒体について、平常時から災害時における

有用性についての検討を行うとともに、有用であれば、その情報通信媒体

の導入に努める。 

 

第６節 環境放射線モニタリング体制の整備 

（略） 

県は、緊急時における原子力施設からの放射性物質又は放射線の放出による周辺

環境への影響の評価に資する観点から、国の技術的支援のもと、平常時から環境放

射線モニタリング（空間放射線量率、大気中の放射性物質の濃度、環境試料中の放

射性物質の濃度）を適切に実施するとともに、緊急時モニタリングの測定の結果を

ＯＩＬに基づく防護措置の実施の判断に活用できるように、緊急時モニタリングの

体制及び適切な精度の測定能力の維持に努める。 

（略） 

３ モニタリング体制の確立 

国、県及び北陸電力が連携した緊急時モニタリングを行うために、国は、平常

時から緊急時モニタリングの実施に必要な機能を集約した緊急時モニタリングセ

ンターの体制を準備する。 

（略） 

 

第８節 原子力災害医療体制の整備 

１ 原子力災害医療体制の整備 

(2) 県は、おおむね３年ごとに原子力災害拠点病院及び原子力災害医療協力機

関が指定要件に合致しているか否かを確認し、原子力災害医療体制の維持を

図るものとする。 

 

 

努める。 

(2) 関係市町 

（略） 

   イ 関係市町は、国及び県と連携し、住民からの問合せに対応する住民相談

窓口の設置等についてあらかじめその方法、体制等を整備する。 

ウ 関係市町は、原子力災害の特殊性に鑑み、要配慮者及び一時滞在者に対

し、災害情報が迅速かつ滞りなく伝達されるよう、周辺住民、自主防災組

織等の協力を得ながら、平時からこれらの者に対する情報伝達体制を整備

する。 

エ 関係市町は、新たな情報通信媒体について、平時から災害時における有

用性についての検討を行うとともに、有用であれば、その情報通信媒体の

導入に努める。 

 

第６節 環境放射線モニタリング体制の整備 

（略） 

県は、緊急時における原子力施設からの放射性物質又は放射線の放出による周辺

環境への影響の評価に資する観点から、国の技術的支援のもと、平時から環境放射

線モニタリング（空間放射線量率、大気中の放射性物質の濃度、環境試料中の放射

性物質の濃度）を適切に実施するとともに、緊急時モニタリングの測定の結果をＯ

ＩＬに基づく防護措置の実施の判断に活用できるように、緊急時モニタリングの体

制及び適切な精度の測定能力の維持に努める。 

（略） 

３ モニタリング体制の確立 

国、県及び北陸電力が連携した緊急時モニタリングを行うために、国は、平時

から緊急時モニタリングの実施に必要な機能を集約した緊急時モニタリングセン

ターの体制を準備する。 

（略） 

 

第８節 原子力災害医療体制の整備 

１ 原子力災害医療体制の整備 

(2) 県は、おおむね５年ごとに原子力災害拠点病院及び原子力災害医療協力機

関が指定要件に合致しているか否かを確認し、原子力災害医療体制の維持を

図るものとする。 
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３ 安定ヨウ素剤の事前配布及び備蓄等 

(1) ＰＡＺ内における事前配布 

（略） 

   また、県及び志賀町は、関係機関と連携し、原子力災害対策重点区域のうち

ＰＡＺ内において、平常時から事前に住民に対し、説明会を開催したうえで、

原則、医師により、配布目的、予防効果、服用指示の手順、保管方法、副作用

等を説明し、それらを記載した説明書とともに安定ヨウ素剤を配布しておく。 

 

第10節 救助・救急及び消火活動用資機材の整備等 

３ 消防体制の整備 

  消防機関は、平常時から、関係市町、北陸電力等と連携を図り、発電所及びそ

の周辺における火災等に適切に対処するため、消防水利の確保、消防体制を整備

する。 

  北陸電力は、平常時から原子力施設における火災等に適切に対処するため、自

衛消防体制の整備に努める。 

 

第11節 避難計画の策定 

５ 要配慮者の避難誘導等 

(1) 関係市町は、災害時の避難等について必要な支援を行うため、周辺住民、

自主防災組織、民生委員・児童委員、介護保険事業者、障害福祉サービス事

業者、ボランティア団体等の多様な主体の協力を得ながら、平常時より、在

宅の要配慮者に関する情報の把握に努める。 

（略） 

９ 避難所・避難方法等の周知の徹底 

関係市町は、屋内退避の方法、避難所の所在地・避難方法、安定ヨウ素剤配布

の場所及び避難退域時検査の場所・方法について、平常時から住民等への周知徹

底に努める。 

 

第14節 緊急輸送活動体制の整備 

３ 民間事業者等の活用 

 (1) 県及び関係市町は、必要に応じ、緊急輸送に係る調整業務等への運送事業

者等の参加、物資の輸送拠点における運送事業者等を主体とした業務の実

施、物資の輸送拠点として運送事業者等の施設を活用するための体制整備を

図る。 

（新設） 

３ 安定ヨウ素剤の事前配布及び備蓄等 

(1) ＰＡＺにおける事前配布 

（略） 

   また、県及び志賀町は、関係機関と連携し、原子力災害対策重点区域のうち

ＰＡＺにおいて、平時から事前に住民に対し、説明会を開催したうえで、原

則、医師により、配布目的、予防効果、服用指示の手順、保管方法、副作用等

を説明し、それらを記載した説明書とともに安定ヨウ素剤を配布しておく。 

 

第10節 救助・救急及び消火活動用資機材の整備等 

３ 消防体制の整備 

  消防機関は、平時から、関係市町、北陸電力等と連携を図り、発電所及びその

周辺における火災等に適切に対処するため、消防水利の確保、消防体制を整備す

る。 

  北陸電力は、平時から原子力施設における火災等に適切に対処するため、自衛

消防体制の整備に努める。 

 

第11節 避難計画の策定 

５ 要配慮者の避難誘導等 

(1) 関係市町は、災害時の避難等について必要な支援を行うため、周辺住民、

自主防災組織、民生委員・児童委員、介護保険事業者、障害福祉サービス事

業者、ボランティア団体等の多様な主体と平時から顔の見える関係を構築

し、在宅の要配慮者に関する情報の把握に努める。 

（略） 

９ 避難所・避難方法等の周知の徹底 

関係市町は、屋内退避の方法、避難所の所在地・避難方法、安定ヨウ素剤配布

の場所、避難退域時検査及び簡易除染並びに甲状腺被ばく線量モニタリングの場

所・方法について、平時から住民等への周知徹底に努める。 

 

第14節 緊急輸送活動体制の整備 

３ 民間事業者等の活用 

  (1) 県及び関係市町は、平時から、緊急輸送に係る調整業務等への運送事業者

等の参加、物資の輸送拠点における運送事業者等を主体とした業務の実施、

物資の輸送拠点として運送事業者等の施設を活用するための体制整備を図

る。 

    また、必要に応じ、輸送業務を一元的に行う物流事業者との協定を締結す
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第16節 防災対策資料の整備 

３ 原子力防災関連情報の収集・蓄積と分析整理体制の整備 

  県及び関係市町は、平常時より原子力防災関連情報の収集・蓄積に努めるとと

もに、収集した情報を的確に分析整理するための人材の育成と必要に応じ専門家

の意見を活用できるよう必要な体制の整備に努める。 

るなど、物流体制の強化を図る。 

 

第16節 防災対策資料の整備 

３ 原子力防災関連情報の収集・蓄積と分析整理体制の整備 

  県及び関係市町は、平時から原子力防災関連情報の収集・蓄積に努めるととも

に、収集した情報を的確に分析整理するための人材の育成と必要に応じ専門家の

意見を活用できるよう必要な体制の整備に努める。 
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第３章 原子力災害応急対策計画 
 
第１節 通報連絡体制 
１ 情報収集事態発生時の通報連絡体制 
(1) 国の通報連絡 

   原子力規制委員会・内閣府は、情報収集事態（志賀町で震度５弱又は震度５
強の地震の発生、又はその他原子力施設の運転に影響を及ぼすおそれがある情
報が通報された場合をいう。以下同じ。）を認知した場合には、原子力規制委
員会・内閣府合同情報連絡室を設置するものとなっており、原子力規制委員会
・内閣府合同情報連絡室は、情報収集事態の発生及びその後の状況について、
関係省庁、県及び関係市町に対して情報提供を行うものとされている。また、
原子力規制委員会・内閣府合同情報連絡室は、県及び関係市町に対し、連絡体
制の確立等の必要な体制をとるよう連絡するものとなっている。 

 
 
 ３ 施設敷地緊急事態等発生時の通報連絡体制 
（略） 

事故通報（第１報「原災法第 10条第１項に基づく通報」）通報連絡系統図 
（その他については略） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（略） 

ウ 通報を受けた事象に対する問い合わせは、原則として原子力規制委員
会、県及び志賀町とする。 

 
 
 
 

 

第３章 原子力災害応急対策計画 
 
第１節 通報連絡体制 
１ 情報収集事態発生時の通報連絡体制 
 (1) 国の通報連絡 

原子力規制委員会・内閣府は、情報収集事態（志賀町において震度５弱又は
震度５強の地震が発生した場合、又はその他原子力施設の運転に影響を及ぼす
おそれがある情報が通報された場合をいう。以下同じ。）を認知した場合に
は、原子力規制委員会・内閣府合同情報連絡室を設置するものとなっており、
原子力規制委員会・内閣府合同情報連絡室は、情報収集事態の発生及びその後
の状況について、関係省庁、県及び関係市町に対して情報提供を行うものとさ
れている。また、原子力規制委員会・内閣府合同情報連絡室は、県及び関係市
町に対し、連絡体制の確立等の必要な体制をとるよう連絡するものとなってい
る。 

 
３ 施設敷地緊急事態等発生時の通報連絡体制 

（略） 
事故通報（第１報「原災法第 10条第１項に基づく通報」）通報連絡系統図 

（その他については略） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（略） 

ウ 通報を受けた事象に対する問合せは、原則として原子力規制委員会、県
及び志賀町とする。 

 
 
 
 

北陸電力(株) 

志賀原子力発電所 

原子力防災管理者 

石川県警察本部 

警備部災害対策課 

各警察署地域課 

（略） 

北陸電力(株) 

志賀原子力発電所 

原子力防災管理者 

石川県警察本部 

警備部災害対策課 

各警察署地域課 

（略） 
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４ 応急対策活動情報等の連絡 
（略） 

事故通報（第２報以降）通報連絡系統図 
（その他については略） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第３節 緊急時の措置 
 ４ 第一次本部体制及び第二次本部体制 

(2) 県現地本部の組織等 
ウ 県現地本部の班名及び所掌事務 
班名 所掌事務 
（略） （略） 

住民生活班 １～５（略） 
６ 住民等からの問い合わせに関すること。 
７（略） 

 
第５節 住民等に対する広報及び指示伝達 
１ 広報体制 

（略） 
(4) 国の原子力災害現地対策本部における報道機関への発表は、次のとおりで
ある。 
ア 国の原子力災害現地対策本部における報道機関への発表は、原則とし
て、現地対策本部長や現地対策本部事務局長等が、対策拠点施設内又はそ
の近傍のプレス用の区画を使用して行うものとする。 

（略） 
(6) 関係市町の長は、国、県等と連携して、必要に応じ、速やかに住民等から
の問い合わせに対応するための窓口を設置する。県本部長（知事）は、関係
市町の長から要請があった場合は、必要に応じて関係職員を当該窓口に派遣
する。 

 

４ 応急対策活動情報等の連絡 
（略） 

事故通報（第２報以降）通報連絡系統図 
（その他については略） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第３節 緊急時の措置 
 ４ 第一次本部体制及び第二次本部体制 

(2) 県現地本部の組織等 
ウ 県現地本部の班名及び所掌事務 
班名 所掌事務 
（略） （略） 

住民生活班 １～５（略） 
６ 住民等からの問合せに関すること。 
７（略） 

 
第５節 住民等に対する広報及び指示伝達 
１ 広報体制 

（略） 
(4) 国の原子力災害現地対策本部における報道機関への発表は、次のとおりで
ある。 
ア 国の原子力災害現地対策本部における報道機関への発表は、原則とし
て、現地対策本部長や現地対策本部事務局長等が、オフサイトセンター内
又はその近傍のプレス用の区画を使用して行うものとする。 

（略） 
(6) 関係市町の長は、国、県等と連携して、必要に応じ、速やかに住民等から
の問合せに対応するための窓口を設置する。県本部長（知事）は、関係市町
の長から要請があった場合は、必要に応じて関係職員を当該窓口に派遣す
る。 

 

北陸電力(株) 

志賀原子力発電所 

原子力防災管理者 

石川県警察本部 

警備部災害対策課 

各警察署地域課 

（略） 

北陸電力(株) 

志賀原子力発電所 

原子力防災管理者 

石川県警察本部 

警備部災害対策課 

各警察署地域課 

（略） 
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第７節 屋内退避、避難等の防護対策 
１ 屋内退避、避難等の防護対策について 

  (1) 屋内退避 
   屋内退避は、住民等が比較的容易に採ることができる対策であり、放射性物

質の吸入抑制や中性子線及びガンマ線を遮へいすることにより被ばくの低減を
図る防護措置である。（新設） 

  ＰＡＺにおいては、原則として、施設敷地緊急事態に至った時点で施設敷地
緊急事態要避難者に対して、また、全面緊急事態に至った時点で全ての住民等
に対して、避難を実施するが、避難よりも屋内退避が優先される場合には、屋
内退避を実施する必要がある。また、ＵＰＺにおいては、防護措置の指示等が
国等から行われるまで放射線被ばくのリスクを低減しながら待機する必要があ
るため、屋内退避を実施する。その後は、原子力施設の状況に応じた段階的な
避難を行う。また緊急時モニタリングの結果に応じたＯＩＬに基づく防護措置
を実施することが想定される。 

   なお、ＵＰＺ外においても、原子力施設から著しく異常な水準で放射性物質
が放出され、又はそのおそれがある場合には、施設の状況や放射性物質の放出
状況を踏まえ、必要に応じて屋内退避を実施する。 
また、緊急時モニタリングの結果、周辺の空間放射線量率がＯＩＬ１やＯＩ

Ｌ２の値を超えた場合には、後述する避難等を実施すべきであるが、その実施
が困難な場合には引き続き屋内退避を行うことも想定される。特に、病院や介
護施設においては避難等よりも屋内退避が優先される場合があり、この場合は
建屋の遮へい効果や気密性に考慮が必要であり、一般的に遮へい効果や建家の
気密性が比較的高いコンクリート建家への屋内退避が有効である。 

   さらに、プルームが長時間あるいは断続的に到来することが想定される場合
には、屋内退避が長期にわたる可能性があり、屋内退避場所への屋外大気の流
入により被ばく低減効果が失われ、また、日常生活の維持にも困難を伴うこと
等から、避難等への切替えを検討する。特に、住民等が避難すべき区域におい
て止むを得ず屋内退避をしている場合には、医療品等も含めた支援物資の提供
や取り残された人々の放射線防護について留意するとともに、必要な情報を絶
えず提供する。 

 
（新設） 
 
 
 
 
 
 
 
 

第７節 屋内退避、避難等の防護対策 
１ 屋内退避、避難等の防護対策について 

  (1) 屋内退避 
   屋内退避は、住民等が比較的容易に採ることができる対策であり、放射性物

質の吸入抑制や放射線を遮へいすることにより、主にプルームからの被ばくの
低減を図る防護措置である。屋内退避は、ＵＰＺにおいて、全面緊急事態に至
った時点で、放射線被ばくのリスクを低減するために実施するものである。ま
た、ＰＡＺやＵＰＺの一部の区域において、避難又は一時移転の実施が困難な
場合の措置として行われることもある。特に、病院や介護施設においては健康
状態等により、避難等よりも屋内退避が優先される場合があり、この場合は建
屋の遮へい効果や気密性に考慮が必要であり、一般的に遮へい効果や建家の気
密性が比較的高いコンクリート建家への屋内退避が有効である。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（削除） 
 
 
 
 
 
 
 

ア 屋内退避の実施 
・ＰＡＺにおいては、緊急事態の区分に応じて避難の対象となる住民等に
ついて、自然災害等により避難が困難な場合又は健康状態等により避難よ
りも屋内退避が優先される場合の措置として、屋内退避を実施する。 
・ＵＰＺにおいては、全面緊急事態に至った時点で屋内退避を実施する。 
・ＵＰＺ外においては、事態の進展等に応じて、ＵＰＺと同様に、屋内退
避を行う場合がある。このため、全面緊急事態に至った時点で、必要に応
じて住民等に対して屋内退避を実施する可能性がある旨の注意喚起を行わ
なければならない。 



 - 15 - 

現       行 改   定   案 

 
（新設） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（新設） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
イ 屋内退避実施後の運用 

    ・屋内退避は、物的な面や人的支援の面での生活の維持や、屋内にとどま
ること等による肉体的・精神的影響の観点から、長期にわたって継続する
ことは難しいと考えられ、屋内退避の実施状況を踏まえて、その継続の可
否を判断することが必要となる。 
・屋内退避の継続の判断は、国が、屋内退避実施後３日目を目安として行
い、それ以降は日々行うこととなっている。その際、物資の不足等により
生活の維持に困難を伴う場合や、プルームが長時間又は断続的に到来し屋
内退避場所への屋外大気の流入により被ばく低減効果が失われた懸念があ
る場合等には、国は、県及び市町と緊密な連携を行いながら、避難への切
替えを判断し、指示することとなっている。なお、屋内退避から避難への
切替えにより避難行動及び生活環境の変化等に伴う肉体的・精神的影響が
生じるため、屋内退避を継続することを基本とし、国が避難への切替えを
判断するに当たっては、生活の維持が困難であること等の判断は慎重に行
い、また、屋内退避の継続のためには、医療品等も含めた支援物資の供給
及び医療等の人的支援の提供が重要となることに留意する必要がある。 
・屋内退避を実施している住民等に対しては、原子力施設の状態の見通し
や緊急時モニタリングの結果等の必要な情報を絶えず積極的に提供するも
のとする。また、避難すべき区域でやむを得ず屋内退避を実施している住
民等の放射線防護について留意する必要がある。 
・屋内退避中は、被ばくを低減するために屋内にとどまることが原則であ
るが、生活の維持に最低限必要な住民等の一時的な外出や住民等の生活を
支える民間事業者等の活動は、屋内退避という防護措置の一部をなすもの
であり、屋内退避中にも実施できるものである。国は、原子力施設の状態
等に応じて、放射性物質が放出されるおそれが高いと判断した場合には、
速やかに一時的な外出や活動を控えて屋内退避を徹底する旨の注意喚起を
行うこととなっている。 

 
ウ 屋内退避の解除 

    屋内退避は、主にプルームからの被ばくの低減を目的とする防護措置であ
る。このため、国は、原子力施設の状態が安定して一定の要件を満たし、新
たなプルームが到来する可能性がないこと及び既に放出されたプルームが滞
留していないことが確認できれば、屋内退避の必要がなくなることから、国
は屋内退避の解除を行うこととなっている。 

    なお、その際、緊急時モニタリングの結果に応じて、ＯＩＬ１又はＯＩＬ
２を超える地域があれば、避難や一時移転等の防護措置を講ずることとな
る。 
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(2) 避難等 
避難等は、住民等が一定量以上の被ばくを受ける可能性がある場合に採るべ

き防護措置であり、放射性物質又は放射線の放出源から距離を置くことによ
り、被ばくの低減を図るものである。 
避難等の方策は、原子力災害対策重点区域の内容に合わせて以下のとおりと

する。 
ア ＰＡＺにおいては、警戒事態発生時には、施設敷地緊急事態要避難者に係
る避難の準備を行う。 

   施設敷地緊急事態発生時には、住民の避難の準備を行うとともに、施設敷地
緊急事態要避難者に係る避難を行うこととし、県は志賀町にその旨を伝達
する。 

    また、施設敷地緊急事態要避難者のうち、直ちにＵＰＺ外の避難所等への
避難を実施することにより健康リスクが高まると判断される者については、
安全に避難が実施できる準備が整うまで、近隣の、放射線防護対策を講じた
施設、放射線の遮蔽効果や気密性の高い建物等に一時的に屋内退避させるな
どの措置が必要である。 

    全面緊急事態に至った時点で、確定的影響を回避するため住民等は原則と
して即時避難を実施する。 

イ ＵＰＺにおいては、国等による指示に基づき、原子力施設の状況に応じた
段階的避難を行うことも想定されるほか、緊急時モニタリングを行い、数時
間以内を目途にＯＩＬ１を超える区域を特定し避難を実施する。その後も継
続的に緊急時モニタリングを行い、１日以内を目途にＯＩＬ２を超える区域
を特定し一時移転を実施する。 

（新設） 
 
 
（略） 
 
避難等の基準 
基準の種類 基準の概要 初期値 防護措置の概要 
ＯＩＬ１ （略） （略） 数時間内を目途に区域を特定

し、避難等を実施。 
（移動が困難な者の一時屋内
退避を含む） 

ＯＩＬ２ （略） （略） 1日内を目途に区域を特定し、
地域生産物の摂取を制限する
とともに、1週間程度内に一時
移転を実施 

 

(2) 避難等 
    避難等は、住民等が一定量以上の被ばくを受ける可能性がある場合に採るべ

き防護措置であり、放射性物質又は放射線の放出源から距離を置くことによ
り、被ばくの低減を図るものである。 

   避難等の方策は、原子力災害対策重点区域の内容に合わせて以下のとおりと
する。 
ア ＰＡＺにおいては、警戒事態発生時には、施設敷地緊急事態要避難者に係
る避難の準備を行う。 

    施設敷地緊急事態発生時には、住民の避難の準備を行うとともに、施設敷
地緊急事態要避難者に係る避難を行う。（削除） 

 
    また、施設敷地緊急事態要避難者のうち、直ちにＵＰＺ外の避難所等への

避難を実施することにより健康リスクが高まると判断される者については、
安全に避難が実施できる準備が整うまで、近隣の放射線防護対策を講じた施
設、放射線の遮蔽効果や気密性の高い建物等に一時的に屋内退避させるなど
の措置が必要である。 

    全面緊急事態に至った時点で、確定的影響を回避するため住民等は原則と
して即時避難を実施する。 

イ ＵＰＺにおいては、国等による指示に基づき、原子力施設の状況に応じ
て、段階的避難を行うことも必要である。また、緊急時モニタリングを行
い、放射性物質の放出後については、数時間以内を目途にＯＩＬ１を超える
地域を特定し避難を実施する。その後も継続的に緊急時モニタリングを行
い、１日以内を目途にＯＩＬ２を超える地域を特定し一時移転を実施する。 

ウ ＵＰＺ外においては、放射性物質の放出後についてはＵＰＺにおける対応
と同様、ＯＩＬ１又はＯＩＬ２を超える地域を特定し、避難や一時移転を実
施する。 

（略） 
 
避難等の基準 
基準の種類 基準の概要 初期値 防護措置の概要 
ＯＩＬ１ （略） （略） 数時間内を目途に地域を特定

し、避難等を実施。 
（移動が困難な者の一時屋内
退避を含む） 

ＯＩＬ２ （略） （略） 1 日内を目途に地域を特定し、
地域生産物の摂取を制限する
とともに、1 週間程度内に一時
移転を実施 
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第４章 原子力災害復旧計画 
 

第５節 損害賠償の請求に必要な資料の作成等 

６ 母子福祉資金、寡婦福祉資金の貸付 

災害により被害を受けた母子家庭及び寡婦の速やかな自力更生を支援するた

め、母子福祉資金及び寡婦福祉資金の貸付を行う。 

第４章 原子力災害復旧計画 
 

第５節 損害賠償の請求に必要な資料の作成等 

６ 母子福祉資金、父子福祉資金、寡婦福祉資金の貸付 

 災害により被害を受けた母子家庭及び父子家庭並びに寡婦の速やかな自力更生

を支援するため、母子福祉資金及び父子福祉資金並びに寡婦福祉資金の貸付を行

う。 
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第５章 複合災害対策 
 

第２節 災害予防対策 

１ 情報の収集・連絡体制の整備 

（略） 

(2) 通信連絡体制の確立 

（略） 

また、各機関は、通信連絡体制の整備において、通常の通信手段が確保でき

ない場合を考慮して、平常時から代替ルートの確保に努めるほか、災害時にも

活用できるような非常用電源の確保、ＩＰ電話を利用する場合でのネットワー

ク機器等の停電対策等を講じる。 

さらに、各機関は、北陸地方非常通信協議会との連携に努め、西日本電信電

話株式会社災害時優先電話及び無線電話等の配備について確認し、運用方法等

の習熟に努める。 

第５章 複合災害対策 
 

第２節 災害予防対策 

１ 情報の収集・連絡体制の整備 

（略） 

(2) 通信連絡体制の確立 

（略） 

また、各機関は、通信連絡体制の整備において、通常の通信手段が確保でき

ない場合を考慮して、平時から代替ルートの確保に努めるほか、災害時にも活

用できるような非常用電源の確保、ＩＰ電話を利用する場合でのネットワーク

機器等の停電対策等を講じる。 

さらに、各機関は、北陸地方非常通信協議会との連携に努め、ＮＴＴ西日本

株式会社災害時優先電話及び無線電話等の配備について確認し、運用方法等の

習熟に努める。 

 


